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公示 

 

 

入札及び契約心得の一部を、別添のとおり改正し、令和８年６月１日以降に締

結する契約から適用しますので、お知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：新旧対照表 

  



 

入札及び契約心得 

 

 

10.7 専用防衛生産用資産の取得及び

管理について 

甲が原価計算を行うに際して乙がそ

の取得に要する費用の全部または一

部を見積資料に計上した専用防衛資

産の取得及び管理に係る条件につい

ては、「専用防衛生産用資産の取得

及び管理に関する特約条項」（別紙

様式４８）を基本契約条項に付加す

るものとします。 

 

 

 

10.8 生産性向上推進制度について 

 

装備品及び役務の調達価格の一層の

低減を図るため、原価改善によるコ

スト削減に向けた生産性向上推進制

度により、原価改善提案等が承認さ

れた場合は、当該契約のコスト削減

額を考慮して得たインセンティブ料

率を適用した契約を締結します。装

備品等又は役務の調達に係る契約

（調査研究契約、ソフトウェア作成

請負契約、賃貸借契約、研究委託契

約その他の履行に際して加工工程を

要しない契約を除く。）であって、

その予定価格を原価計算方式によっ

て算定したものを締結する場合に

は、「生産性向上推進制度に関する

特約条項」（別紙様式第４９）を付

加するものとします。 

 

 

入札及び契約心得 

 

 

10.7 初度費の支払いを伴う契約の取

扱いについて 

初度費の支払いを伴う契約を行うと

きは、当該初度費をもってその費用

に充てる設計及び試験の実施並びに

専用治工具、専用機器、専用装置及

びライセンスの取得等に係る条件に

ついて「初度費をもってその費用に

あてる設計費等の取扱いに係る特約

条項」（別紙様式４８）によるもの

とします。 

 

 

10.8 インセンティブ契約制度につい

て 

 装備品及び役務の調達価格の一層の

低減を図るため、原価改善によるコ

スト削減に向けたインセンティブ契

約制度により、原価改善提案等が承

認された場合は、当該契約のコスト

削減額を考慮して得たインセンティ

ブ料率を適用した契約を締結しま

す。装備品等又は役務の調達に係る

契約（調査研究契約、ソフトウェア

作成請負契約、賃貸借契約、研究委

託契約その他の履行に際して加工工

程を要しない契約を除く。）であっ

て、その予定価格を原価計算方式に

よって算定したものを締結する場合

には、「インセンティブ契約制度に

関する特約条項」（別紙様式第４

９）を付するものとします。 

 

 



 

 

別紙様式第１３ 

委託契約条項 

 

（知的財産権等の定義） 

第３４条 ［略］ 

２～４ ［略］ 

５ この契約書において「仕様書等」

とは、仕様書又は参考として仕様書

に添付された図面、見本若しくは図

書をいう。 

６ ［略］ 

 

７ この契約書において「外国関係主

体」とは、次の各号のいずれかに該

当するものをいう。 

⑴ 外国の政府、外国の政府機関、

外国の地方公共団体、外国の中央

銀行又は外国の政党その他の政治

団体（以下「外国政府等」という

。） 

⑵ 外国法令に基づいて設立された

法人その他の団体又は外国に主た

る事務所を有する法人その他の団

体（以下「外国法人等」という。

） 

⑶ 外国籍又は外国永住権を有する

者（業務従事者として甲の同意を

得た者を除く。以下「外国籍者」

という。） 

⑷ 外国法人等又は外国籍者により

直接保有されるその議決権の数と

他の会社を通じて間接に保有され

る議決権の数とを合計した議決権

の数の総議決権に占める割合が１

００分の５０以上に相当する会社 

⑸ 外国籍者が役員又は役員で代表

 

別紙様式第１３ 

委託契約条項 

 

（知的財産権等の定義） 

第３４条 ［同左］ 

２～４ ［同左］ 

［項を加える。］ 

 

 

 

５ ［同左］ 

 

［項を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

する権限を有する者のいずれかの

過半数を占める法人その他の団体 

⑹ 雇用契約、委任契約、請負契約

その他の契約に基づき、外国政府

等若しくは外国法人等の指揮命令

に服する者又はこれらに対して善

管注意義務（本契約と関係する可

能性がないものを除く。）を負う

者 

⑺ 外国政府等から多額の金銭その

他の重大な利益（金銭換算する場

合に当事者の年間所得のうち２５

％以上を占める金銭その他の利益

をいう。）を得ており、又は得る

ことを約している者 

⑻ 日本国における行動に関し、外

国政府等の指示又は依頼を受け、

又は受ける外国法令上の義務を負

う者 

８ この契約書において「秘密」とは

、日米相互防衛援助協定等に伴う秘

密保護法（昭和２９年法律第１６６

号）第１条第３項に規定する特別防

衛秘密、特定秘密の保護に関する法

律（平成２５年法律第１０８号）第

３条第１項に規定する特定秘密、防

衛省が調達する装備品等の開発及び

生産のための基盤の強化に関する法

律（令和５年法律第５４号）第２７

条第１項に規定する装備品等秘密及

び重要経済安保情報の保護及び活用

に関する法律（令和６年法律第２７

号）第３条第１項に規定する重要経

済安全情報をいう。 

９ この契約書において「保護すべき

情報」とは、装備品等及び役務の調

達における情報セキュリティの確保

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［項を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［項を加える。］ 

 

 



 

について（防装庁（事）第１３７号

。令和４年３月３１日）第２項第１

号に規定する保護すべき情報をいう

。 

１０ この契約書において「秘密等」

とは、秘密及び保護すべき情報をい

う。 

 

（知的財産の帰属） 

第３５条 甲は、乙が次の各号、第３

項及び第４項、次条から第４２条ま

で並びに第５１条の規定のいずれも

遵守することを確約して、新研究成

果についての知的財産権を継続して

自らに帰属させたい旨の申請を甲に

書面（別記様式１）で提出し、甲が

自ら当該権利を保有することが必要

ないと判断したときには、当該権利

を乙から譲り受けないことを承認す

るものとする。また、乙は、第２号

において甲又は甲の指定する第三者

に知的財産権を許諾した場合には、

甲又は甲の指定する第三者の円滑な

権利の実施に協力する。 

⑴～⑶ ［略］ 

⑷ 乙は、甲以外の第三者に当該知

的財産権を移転しようとし、又は

当該知的財産権の専用実施権その

他の日本国内及び国外において排

他的に実施する権利（以下「専用

実施権等」という。）の設定若し

くは移転を承諾しようとするとき

は、当該知的財産権に秘密等が含

まれない場合であって、合併又は

分割により移転する場合及び当該

知的財産権の活用に支障を及ぼす

おそれがない場合として産業技術

 

 

 

 

[項を加える。] 

 

 

 

（知的財産の帰属） 

第３５条 甲は、乙が次の各号、第３

項及び第４項、次条から第４０条ま

で並びに第４９条の規定のいずれも

遵守することを確約して、新研究成

果についての知的財産権を継続して

自らに帰属させたい旨の申請を甲に

書面（別記様式１）で提出し、甲が

自ら当該権利を保有することが必要

ないと判断したときには、当該権利

を乙から譲り受けないことを承認す

るものとする。また、乙は、第２号

において甲又は甲の指定する第三者

に知的財産権を許諾した場合には、

甲又は甲の指定する第三者の円滑な

権利の実施に協力する。 

⑴～⑶ ［同左］ 

⑷ 乙は、甲以外の第三者に当該知

的財産権を移転しようとし、又は

当該知的財産権の専用実施権その

他の日本国内及び国外において排

他的に実施する権利（以下「専用

実施権等」という。）の設定若し

くは移転を承諾しようとするとき

は、当該知的財産権に秘密等が含

まれない場合であって、合併又は

分割により移転する場合及び当該

知的財産権の活用に支障を及ぼす

おそれがない場合として産業技術



 

力強化法施行令（平成１２年政令

第２０６号）第２条第３項で定め

る場合（当該第三者が外国関係主

体に該当する場合を除く。）を除

き、あらかじめ甲の承認を受ける

。 

⑸ この契約に基づく研究開発又は

試作から得られた技術資料に秘密

等が含まれる場合、乙は、防衛省

又は防衛装備庁との契約に基づき

、秘密等の保全に万全を期すもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～５ ［略］ 

 

（乙に帰属する著作物の公表の承認

力強化法施行令（平成１２年政令

第２０６号）第２条第３項で定め

る場合を除き、あらかじめ甲の承

認を受ける。 

 

 

⑸ この契約に基づく研究開発又は

試作から得られた技術資料に秘密

等（秘密保全に関する訓令（平成

１９年防衛省訓令第３６号）第２

条第１項及び防衛装備庁における

秘密保全に関する訓令（平成２７

年防衛装備庁訓令第２６号）第２

条第１項に規定する秘密、防衛省

が調達する装備品等の開発及び生

産のための基盤の強化に関する法

律（令和５年法律第５４号）第２

７条第１項に規定する装備品等秘

密、特定秘密の保護に関する法律

（平成２５年法律第１０８号）第

３条第１項に規定する特定秘密、

日米相互防衛援助協定等に伴う秘

密保護法（昭和２９年法律第１６

６号）第１条第３項に規定する特

別防衛秘密並びに装備品等及び役

務の調達における情報セキュリテ

ィの確保について（防装庁（事）

第１３７号。令和４年３月３１日

）第２項第１号に規定する保護す

べき情報をいう。以下同じ。）が

含まれる場合、乙は、防衛省又は

防衛装備庁との契約に基づき、秘

密等の保全に万全を期すものとす

る。 

２～５ ［同左］ 

 

（乙に帰属する著作物の公表の承認



 

等） 

第３６条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前２項の規定は、既に当該新研究

成果が公となっている場合及び乙が

この契約に係る業務の全部又は一部

を請け負わせた第三者に開示する場

合には、適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第１項の規定に基づく申請は、著

作権の及ぶ新研究成果に秘密等が含

まれない場合であって、第三者への

開示が知的財産権の活用に支障を及

ぼすおそれがない場合として産業技

術力強化法施行令第２条第３項で定

める場合に準じる場合（開示先の第

三者が外国関係主体に該当する場合

を除く。）であるときには、乙が、

第三者に開示したことを遅滞なく甲

に報告することをもって、これに代

えることができる。 

５・６ ［略］ 

 

（乙に帰属する産業財産権の出願に

係る承認等） 

等） 

第３６条 ［同左］ 

２ ［同左］ 

３ 前２項の規定は、既に当該新研究

成果が公となっている場合及び乙が

この契約に係る業務の全部又は一部

を請け負わせた第三者に開示する場

合において、適用しない。また、当

該著作権の及ぶ新研究成果に秘密等

が含まれない場合であって、第三者

への開示が当該知的財産権の活用に

支障を及ぼすおそれがない場合とし

て産業技術力強化法施行令第２条第

３項で定める場合に準じる場合であ

るとき、乙は、第２項の申請に替え

て第三者に開示したことを遅滞なく

甲に報告するものとし、甲による承

認を要しない。ただし、開示先の第

三者が国外の企業その他団体である

場合、乙は、甲と事前に調整しなけ

ればならない。 

［項を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４・５ ［同左］ 

 

（乙に帰属する産業財産権の出願に

係る承認等） 



 

第３７条 ［略］ 

２ 甲は、前項の規定により、同項第

１号に掲げる特許出願に係る申請を

受けた場合において、当該出願の内

容が経済施策を一体的に講ずること

による安全保障の確保の推進に関す

る法律（令和４年法律第４３号。以

下「経済安全保障推進法」という。

）第７０条第１項に規定する保全指

定を受けることを想定するのであれ

ば出願を承認できると判断する場合

、乙に対して同法第６６条第２項前

段の規定による申出を出願とともに

行い、同法第７０条第１項に規定す

る保全指定を受けることを想定した

特許出願を行うこと及び第５条第４

項の規定に従うことに同意するか、

書面にて問うものとする。この場合

において、乙は、甲の問いに対し同

意するときは、書面によりその旨回

答するとともに、甲の指示に基づき

、内閣府・経済産業省関係経済施策

を一体的に講ずることによる安全保

障の確保の推進に関する法律に基づ

く特許出願の非公開に関する命令（

令和５年内閣府・経済産業省令第５

号）第２条第１項の申出に係る書類

（以下「保全審査申出書類」という

。）その他必要な書類を作成し、甲

に提出しなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、乙は

、次に掲げるところにより事前に甲

の承認を書面（別記様式３）により

申請することにより、同項第１号に

掲げる特許出願であって、保護すべ

き情報を含む内容の出願に係る承認

の申請を行うことができる。 

第３７条 ［同左］ 

２ 甲は、前項に基づく承認の申請の

内容が発明の特許出願である場合に

おいて、当該発明の内容が経済施策

を一体的に講ずることによる安全保

障の確保の推進に関する法律（令和

４年法律第４３号。以下「経済安全

保障推進法」という。）第７０条第

１項に規定する保全指定を受けるこ

とを想定するのであれば出願を承認

できると判断する場合、乙に対して

同法第６６条第２項前段の規定によ

る申出を出願とともに行い、同法第

７０条第１項に規定する保全指定を

受けることを想定した特許出願を行

うこと及び第５条第４項の規定に従

うことに同意するか、書面にて問う

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 前項に基づく甲の問いに対し、乙

が同意する旨書面にて回答した場合

、乙は、甲の指示に基づき、内閣府

・経済産業省関係経済施策を一体的

に講ずることによる安全保障の確保

の推進に関する法律に基づく特許出

願の非公開に関する命令（令和５年



 

⑴ 乙は、経済安全保障推進法第６

６条第２項前段の規定による申出

を出願とともに行い、同法第７０

条第１項に規定する保全指定を受

けることを要望する旨を当該書面

に記載すること。 

⑵ 乙は、第１項第１号に掲げる資

料を当該書面に添えること。 

⑶ 乙は、保全審査申出書類を当該

書面に添えること。 

⑷ 特許法の出願公開の特例に関す

る措置、同法第３６条第１項の規

定による特許出願に係る明細書、

特許請求の範囲又は図面に記載さ

れた発明に係る情報の適正管理そ

の他公にすることにより外部から

行われる行為によって国家及び国

民の安全を損なう事態を生ずるお

それが大きい発明に関する情報の

流出を防止するための措置に関す

る基本指針（令和５年４月２８日

閣議決定）第１章第２節第１号に

規定する類型を踏まえた上で、申

出に係る発明が経済安全保障推進

法第６７条第１項に規定する発明

に該当すると考える理由を保全審

査申出書類に具体的に明記するこ

と。 

⑸ 承認の申請に係る特許出願を防

衛省又は防衛装備庁の職員と共同

してする場合にあっては、当該特

許出願をすること及び申請の内容

について当該職員と調整を終えて

いること。 

４ ［略］ 

５ 甲は、必要に応じて乙に出願内容

の修正を指示することができ、また

内閣府・経済産業省令第５号）第２

条第１項に規定する申出書その他必

要な書類を作成し、甲に提出しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ［同左］ 

５ 甲は、必要に応じて乙に出願内容

の修正を指示することができ、また



 

、乙は、甲の指示に基づき出願内容

を修正の上、その出願内容を甲に提

出しなければならない。また、前項

の規定に基づく修正を含め、乙が第

１項又は第３項の規定に基づき甲の

承認を申請したときに添えた発明等

の内容を修正し、それを甲に提出し

た場合には、甲は、乙が提出した修

正後の発明等の内容を第１項又は第

３項の規定に基づく乙の申請に添え

られたものとして取扱う。 

６ 乙は、第１項又は第３項に基づく

甲への申請に対する甲の承認を得た

後でなければ、第２条第１項の規定

に基づき甲が産業財産権を譲り受け

ないとした新研究成果に関する産業

財産権の出願又は設定登録の申請を

行ってはならない。また、乙は、当

該承認を受けたからといって、他の

契約条項の定めを免れ得るものと捉

えてはならない。 

７ 乙は、第２項の規定により又は第

３項に基づく甲への申請により甲の

承認を得た場合において前項の出願

を行うときは、第２項又は第３項の

規定に従って作成した保全審査申出

書類を用いて経済安全保障推進法第

６６条第２項前段の規定による申出

を行わなければならない。この場合

において、当該出願に必要な書類に

保護すべき情報が含まれるときは、

書面（紙）により出願する（電子出

願をしない）ものとする。 

８ ［略］ 

９ 第２項又は第３項に該当する場合

において、乙は、当該発明の内容を

、経済安全保障推進法第６７条第１

、乙は、甲の指示に基づき出願内容

を修正の上、その出願内容を甲に提

出しなければならない。また、前項

の規定に基づく修正を含め、乙が第

１項の規定に基づき甲の承認を申請

したときに添えた発明等の内容を修

正し、それを甲に提出した場合には

、甲は、乙が提出した修正後の発明

等の内容を第１項の規定に基づく乙

の申請に添えられたものとして取扱

う。 

６ 乙は、第１項に基づく甲への申請

に対する甲の承認を得た後でなけれ

ば、第２条第１項の規定に基づき甲

が産業財産権を譲り受けないとした

新研究成果に関する産業財産権の出

願又は設定登録の申請を行ってはな

らない。また、乙は、当該承認を受

けたからといって、他の契約条項の

定めを免れ得るものと捉えてはなら

ない。 

７ 第２項に基づく甲の問いに対し乙

が同意する旨書面にて回答していた

場合において、乙は、前項の出願を

行うとき、当該出願とともに第３項

で作成した申出に係る書類を用いて

経済安全保障推進法第６６条第２項

前段の規定による申出を行わなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

８ ［同左］ 

９ 第２項に該当する場合において、

乙は、当該発明の内容を、経済安全

保障推進法第６７条第１項に記載さ



 

項に記載された発明に該当する可能

性の程度が高いものとして、適正に

管理しなければならない。 

 

（乙に帰属する技術資料の取扱い） 

第３９条 ［略］ 

２・３ ［略］ 

４ 第２条第１項の規定に基づき甲が

技術資料を利用及び処分する権利を

譲り受けないとした新研究成果の内

容を、乙が公開又は第三者に開示し

ようとするときは、第３６条第１項

から第４項までの規定を準用する。 

 

（乙に帰属する知的財産権の移転） 

第４０条 乙は、この契約に係る知的

財産権（その専用実施権等を含む。

以下この条において同じ。）を甲以

外の第三者に移転しようとする場合

には、事前に移転先の第三者がこの

特約条項を承継することを約定する

乙と当該第三者との間の契約書を添

えて、移転承認申請書（別記様式６

）を甲に提出し、承認を得なければ

ならない。ただし、当該知的財産権

の及ぶ新研究成果に秘密等が含まれ

ない場合であって、合併若しくは分

割により移転する場合又は当該知的

財産権の活用に支障を及ぼすおそれ

がない場合として産業技術力強化法

施行令第２条第３項で定める場合（

移転先の第三者が外国関係主体に該

当する場合を除く。）であるときは

、この限りでない。 

２～５ ［略］ 

 

（乙に帰属する知的財産権の実施許

れた発明に該当する可能性の程度が

高いものとして、適正に管理しなけ

ればならない。 

 

（乙に帰属する技術資料の取扱い） 

第３９条 ［同左］ 

２・３ ［同左］ 

４ 第２条第１項の規定に基づき甲が

技術資料を利用及び処分する権利を

譲り受けないとした新研究成果の内

容を、乙が公開又は第三者に開示し

ようとするときは、第３６条第１項

から第３項までの規定を準用する。 

 

（乙に帰属する知的財産権の移転） 

第４０条 乙は、この契約に係る知的

財産権（その専用実施権等を含む。

以下、この条において同じ。）を甲

以外の第三者に移転しようとする場

合（当該知的財産権の及ぶ新研究成

果に秘密等が含まれない場合であっ

て、合併又は分割により移転する場

合及び当該知的財産権の活用に支障

を及ぼすおそれがない場合として産

業技術力強化法施行令第２条第３項

で定める場合を除く。）には、事前

に移転承認申請書（別記様式６）を

甲に提出し、承認を得なければなら

ない。ただし、上記除かれる場合に

かかわらず、移転先の第三者が国外

の企業その他団体である場合、乙は

、甲と事前に調整しなければならな

い。 

 

２～５ ［同左］ 

 

（乙に帰属する知的財産権の実施許



 

諾） 

第４１条 乙は、この契約に係る知的

財産権について甲以外の第三者に実

施を許諾しようとする場合には、事

前に実施許諾承認申請書（別記様式

８）を甲に提出し、承認を得るとと

もに、乙が行う第３５条、第３６条

、本条及び第５１条の規定の履行に

支障を与えないように当該第三者に

約させなければならない。ただし、

当該知的財産権の及ぶ新研究成果に

秘密等が含まれない場合であって、

合併若しくは分割により実施許諾先

を変更する場合又は当該知的財産権

の活用に支障を及ぼすおそれがない

場合として産業技術力強化法施行令

第２条第３項で定める場合に準じる

場合（実施許諾先の第三者が外国関

係主体に該当する場合を除く。）で

あるときは、この限りでない。 

なお、第３５条第１項に基づき乙

が申請した際に確約した同項第２号

又は第３号の規定に基づき、甲が乙

に甲の指定する第三者への許諾を求

めた場合においては、当該甲の承認

を得たものと見なす。この場合にお

いて、乙は、「実施許諾承認申請書

」とあるのを「実施許諾報告書」と

読み替えた書面により、甲に報告す

るものとする。 

 

 

２ 乙は、この契約に係る知的財産権

について甲以外の第三者に専用実施

権等を設定しようとする場合は、専

用実施権等設定承認申請書（別記様

式９）を甲に提出し、その承認を得

諾） 

第４１条 乙は、この契約に係る知的

財産権について甲以外の第三者に実

施を許諾しようとする場合（当該知

的財産権の及ぶ新研究成果に秘密等

が含まれない場合であって、合併又

は分割により実施許諾先を変更する

場合及び当該知的財産権の活用に支

障を及ぼすおそれがない場合として

産業技術力強化法施行令第２条第３

項で定める場合に準じる場合を除く

。）には、事前に実施許諾承認申請

書（別記様式８）を甲に提出し、承

認を得るとともに、乙が行う第３５

条、第３６条、本条及び第５１条の

規定の履行に支障を与えないように

当該第三者に約させなければならな

い。ただし、上記除かれる場合にか

かわらず、実施許諾先の第三者が国

外の企業その他団体である場合、乙

は、甲と事前に調整しなければなら

ない。 

なお、第３５条第１項に基づき乙

が申請した際に確約した同項第２号

又は第３号の規定に基づき、甲が乙

に甲の指定する第三者への許諾を求

めた場合においては、当該甲の承認

を得たものと見なす。この場合にお

いて、乙は、「実施許諾承認申請書

」とあるのを「実施許諾報告書」と

読み替えた書面により、甲に報告す

るものとする。 

２ 乙は、この契約に係る知的財産権

について甲以外の第三者に専用実施

権等を設定しようとする場合（当該

知的財産権の及ぶ新研究成果に秘密

等が含まれない場合であって、合併



 

るとともに、乙が行う第３５条、第

３６条、本条及び第５１条の規定の

履行に支障を与えないよう当該第三

者に約させなければならない。ただ

し、当該知的財産権の及ぶ新研究成

果に秘密等が含まれない場合であっ

て、合併若しくは分割により専用実

施権等の設定先を変更する場合又は

当該知的財産権の活用に支障を及ぼ

すおそれがない場合として産業技術

力強化法施行令第２条第３項で定め

る場合に準じる場合（専用実施権等

の設定先の第三者が外国関係主体に

該当する場合を除く。）であるとき

は、この限りでない。 

 

３ ［略］ 

 

（甲に帰属する著作物の取扱い） 

第４３条 ［略］ 

２ 乙は、前項の規定に基づき甲の許

諾を得た後でなければ、当該新研究

成果の内容を公開又は第三者に開示

することができない。また、公開に

際しては、第３条第６項の規定を準

用する。 

３ ［略］ 

 

（甲に帰属する技術資料の取扱い） 

第４５条 ［略］ 

２～４ ［略］ 

５ 甲は、この契約の履行中及び終了

後５年間は、契約書又は仕様書等の

定めるところにより甲に提出された

乙の固有の技術資料につき、この契

約に関して防衛省（防衛装備庁を含

む。以下この条において同じ。）が

又は分割により専用実施権等の設定

先を変更する場合及び当該知的財産

権の活用に支障を及ぼすおそれがな

い場合として産業技術力強化法施行

令第２条第３項で定める場合を除く

。）は、専用実施権等設定承認申請

書（別記様式９）を甲に提出し、そ

の承認を得るとともに、乙が行う第

３５条、第３６条、本条及び第５１

条の規定の履行に支障を与えないよ

う当該第三者に約させなければなら

ない。ただし、上記除かれる場合に

かかわらず、専用実施権等の設定先

の第三者が国外の企業その他団体で

ある場合、乙は、甲と事前に調整し

なければならない。 

３ ［同左］ 

 

（甲に帰属する著作物の取扱い） 

第４３条 ［同左］ 

２ 乙は、前項の規定に基づき甲の許

諾を得た後でなければ、当該新研究

成果の内容を公開又は第三者に開示

することができない。また、公開に

際しては、第３条第５項の規定を準

用する。 

３ ［同左］ 

 

（甲に帰属する技術資料の取扱い） 

第４５条 ［同左］ 

２～４ ［同左］ 

５ 甲は、この契約の履行中及び終了

後５年間は、契約書又は仕様書等の

定めるところにより甲に提出された

乙の固有の技術資料につき、この契

約に関して防衛省（防衛装備庁を含

む。以下この条及び次条において同



 

行う監督、検査、調査、試験若しく

はその結果の評価その他これに類す

る業務のため必要がある場合は、そ

の内容を防衛省の内部において利用

し及び複製（当該技術資料のうち乙

の指定するものの複製を除く。）す

ることができる。第３項ただし書の

規定は、この項において準用する。 

 

 

 

別記様式第３ 

 

 
 

 

 

 

 

じ。）が行う監督、検査、調査、試

験若しくはその結果の評価その他こ

れに類する業務のため必要がある場

合は、その内容を防衛省の内部にお

いて利用し及び複製（当該技術資料

のうち乙の指定するものの複製を除

く。）することができる。第３項た

だし書の規定は、この項において準

用する。 

 

 

別紙記様式第３ 

 

 
 

 

 

 

 



 

 

 

 

別記様式第４ 

 

 
 

 

 

 

 

 

別記様式第４ 

 

 

 

 



 

 

別紙様式第４８ 

専用防衛生産用資産の取得及び管理に

関する特約条項 

 

甲及び乙は、専用防衛生産用資産の

取得及び管理に関し、次の特約条項を

定める。 

 

（目的） 

第１条 この特約条項は、甲が原価計

算を行うに際して、乙がその取得

（専用防衛生産用資産を使用する権

原のみの取得を含む。以下同じ。）

に要する費用の全部又は一部を見積

資料に計上した専用防衛生産用資産

（装備品等の特定の弾種、機種その

他の特定の製品種別（量産途中に仕

様書が改められたものを含む。）若

しくは当該特定の製品種別を含む製

品群又はこれらの部位、構成品等

（以下「対象物」という。）の製

造、修理等に係る契約が行われた場

合において、当該契約のうち少なく

とも２件以上のものの履行のために

共通して、かつ、専用的に使用され

るライセンス、設計、試験結果、治

工具、器具・備品、機械・装置その

他の固定資産又は固定資産に該当し

ない治工具、利用権その他の有形無

形の資産であって、それらが取得さ

れた翌年度以降における生産活動に

も使用されるものをいう。以下同

じ。）の取得及び管理について定め

ることを目的とする。 

 

（専用防衛生産用資産の取得及び使用

 

別紙様式第４８ 

［初度費をもってその費用に充てる設

計費等の取扱いに係る特約条項は削除

し、専用防衛生産用資産の取得及び管

理に関する特約条項を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

の計画） 

第２条 乙は、この契約の締結後、速

やかに、甲に対し、契約金額の内訳

において専用防衛生産用資産（下請

負者（二次下請以降の再下請負者全

てを含む。以下同じ。）に直接的又

は間接的に取得させ、又は管理させ

るもの（以下「委託先専用防衛生産

用資産」という。）を含む。以下同

じ。）の取得に充てることを予定す

る金額について、その内訳として、

前条の見積資料を基準として区分し

た費目ごとに要する費用を記載した

書面を提出するものとする。 

２ 乙は、前項の書面の提出に当た

っては、前項の費用により取得さ

れる専用防衛生産用資産のうちに

次に掲げるものについて、甲が定

める様式により、その名称、取得

時期の目途、概算の取得予定数量

及び概算の取得予定金額を記載し

た書面を作成し、併せて報告する

ものする。 

⑴ 建屋並びに建屋と一体として取

得及び管理される附属設備、関連

構築物その他の有体物（以下「建

屋等」という。） 

⑵ 機械及び装置 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、仕

様書に記載されている固定資産そ

の他の資産 

３ 乙は、この契約において、甲に実

際原価計算書、確定計算価格見積

書、実際価格計算書又は契約金額超

過見込計算書を提出する義務を負っ

ている場合には、第１項の費用に係

る専用防衛生産用資産について、費

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

目ごとに実際に要し、又は要する予

定の費用を記載した書面を、当該確

定計算価格見積書又は実際価格計算

書に添付するものとする。 

４ 第２項の書面は、専用防衛生産用

資産のうち委託先専用防衛生産用資

産については、下請負者ごとに作成

し、乙に係る報告と併せて報告する

ものとする。 

５ 前各項における金額には、コスト

変動調整率に係る金額並びに一般管

理及び販売費、利子並びに利益を含

めないものとする。 

６ 乙は、第２項又は第４項の書面に

記載される専用防衛生産用資産の中

に建屋等がある場合における当該建

屋等は別図のとおりとするものと

し、当該書面において、建屋等ごと

に、該当する別図の番号を引用し、

表示するものとする。 

７ 乙は、甲が求める場合及び次条第

２項から第４項までに規定する場合

を除き、建屋等を別図に示すフロ

ア、区画等ごとの用途以外の用途に

使用し、又は使用させてはならな

い。 

８ 乙は、いずれかの建屋等の使用の

計画又は現況が別図に示す各建屋等

の位置、形状、各フロア等の用途、

主要設備の配置等その他の概況と有

意に異なる状態となり、又は異なる

状態となる見込みであるとき（工事

業者に別図と異なる発注を予定する

ときを含む。）は、遅滞なく、甲に

対し、この特約条項の該当する別図

を変更する契約を申し込むものとす

る。ただし、基本設計の別図への反

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

映以降竣工までの間にある建屋等に

ついては、この限りでない。 

 

（専用防衛生産用資産の使用） 

第３条 乙は、この契約の締結以降に

おいて、甲その他の防衛省の契約担

当官等（以下「甲ら」という。）と

対象物を製造、修理等する契約を締

結する場合には、この契約において

取得される専用防衛生産用資産（当

該専用防衛生産用資産のうち、その

構造、性質等に照らし、当該製造、

修理等する契約の目的物である特定

の対象物の製造、修理等に使用する

ことが合理的でないものを除く。）

を使用してこれを履行するものと

し、この契約の締結以降の契約に係

る見積資料、経費率算定資料等にお

いて、当該専用防衛生産用資産に係

る費用を別途の直接経費、間接経

費、間接材料費その他の原価とし

て、重複して計上せず、かつ、請求

しないものとする。 

２ 甲らは、甲らが乙と行う契約にお

いて、対象物以外の製造、修理等の

ために専用防衛生産用資産の全部又

は一部を活用することが可能である

と認める場合には、乙に対し、その

活用を求めることができる。この場

合において、乙は、当該活用が対象

物の製造、修理等に支障を及ぼすお

それがある場合を除き、これに応じ

るものとする。 

３ 乙は、甲らが、甲らと下請負者と

が行う契約における専用防衛生産用

資産の使用又は活用について、対象

物の製造、修理等に支障を及ぼさな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

い範囲において、下請負者と協議す

ることを妨げないものとする。 

４ 乙は、前２項に規定する場合その

他甲らとの原価計算方式による契約

の履行のために甲の確認を得て用い

る場合を除き、甲らとの対象物に係

る契約のためにのみ、この契約にお

いて取得される専用防衛生産用資産

を使用し、又は使用させるものと

し、他の目的のために転用し、流用

し、若しくは一時使用し、又はこれ

らをさせてはならない。ただし、甲

と別途協議して定めるところによ

り、乙が相応の対価を負担するとき

は、この限りではない。 

 

（専用防衛生産用資産の管理） 

第４条 乙又は下請負者が取得した専

用防衛生産用資産に係る所有権その

他これを乙又は下請負者の生産活動

のために使用する権利は、乙又は当

該下請負者に帰属する。 

２ 乙は、善良なる管理者としての注

意をもって、専用防衛生産用資産を

維持及び管理し、又はこれをさせな

ければならない。 

３ 乙は、専用防衛生産用資産を取得

したときは、速やかに、甲に対し、

甲が定める様式により、その名称、

調達先、取得時期、数量、取得金額

等を報告するものとする。ただし、

固定資産に該当しない専用防衛生産

用資産については、甲の同意を得

て、当該専用防衛生産用資産に係る

報告の全部又は報告項目の一部を省

略することができる。 

４ 前項の規定にかかわらず、乙は、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

委託先専用防衛生産用資産について

は、下請負者ごと、甲が定める様式

を用いて前項の報告を行うものとす

る。 

５ 前２項の報告は、専用防衛生産用

資産の品目数が膨大である場合に

は、甲の同意を得た専用防衛生産用

資産（建屋等を除く。）について、

６月を超えない一定の期間ごとに可

能なものをとりまとめて、段階的に

行うことができる。 

６ 乙は、甲に対し、毎年５月３１日

までに、３月３１日現在を基準とし

て、甲が定める様式により、次に掲

げる専用防衛生産用資産の維持及び

管理の状況を報告するものとする。 

 ⑴ 第２条第２項の書面に記載され

たもの 

⑵ 前号に掲げるもののほか、契約

相手方又はその下請負者の固定資

産台帳に登載されているもの 

７ 甲及び乙は、専用防衛生産用資産

の維持及び管理を続ける必要が消失

したと認めるときは、その取扱いに

ついて相互に協議するものとする。 

 

（専用設備の紛失、滅失又は損傷等） 

第５条 乙は、前条第７項の協議によ

り、甲及び乙が、専用防衛生産用資

産の維持及び管理を続ける必要が消

失したことを合意するまでの間にお

いて、当該専用防衛生産用資産を紛

失し、滅失し、又は損傷等し、その

結果、これを甲らとの契約に使用す

ることができなくなった場合には、

速やかに、甲に対しその旨を通知す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 前項の場合(甲らの責による場合

を除く。)において、乙は、乙の負

担により、当該使用できなくなった

専用防衛生産用資産について、修

理、再取得その他必要な措置を講

じ、当該専用防衛生産用資産を使用

可能な状態に復旧するものとする。 

 

（専用性保全検査の実施） 

第６条 甲は、乙及び下請負者におい

て、専用防衛生産用資産の維持、管

理、使用等が、この特約条項に基づ

き適正に行われ、その専用性が保全

されていることを確認するため、又

はこの契約に基づいて生じた違約金

その他金銭債権の保全若しくはその

額の算定等の適正を図るため、乙及

び下請負者に対し、専用性保全検査

（専用防衛生産用資産の現況、専用

防衛生産用資産に係る生産活動その

他使用の状況、専用防衛生産用資産

その他固定資産に係る原価管理及び

物品管理の要領、体制及び実務の適

正性等を確認する検査をいう。以下

同じ。）を実施することができる。 

２ 甲は、専用性保全検査を実施する

ときは、乙に対し、実施する日時、

場所その他検査を受け入れるために

必要な事項を十分な猶予をもって打

診し、あらかじめ通知するものとす

る。ただし、資料の信頼性確保及び

制度調査の実施に関する特約条項

（以下「信頼性特約」という。）第

４条第１項に規定する臨時調査に併

せて実施するときは、当該臨時調査

に係る通知と併せて、又はこれに含

めて通知することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 乙は、前項の通知があった場合に

は、これを受け入れなければならな

い。 

４ 甲は、甲が必要と認める場合に

は、甲が相応しい者として指定する

監査法人若しくは公認会計士により

専用性保全検査を支援させ、又は甲

以外の防衛省の機関にこれを代行さ

せることができる。 

５ 専用性保全検査において下請負者

が提出し、若しくは提示した資料又

は行った説明は、乙が提出し、若し

くは提示し、又は行ったものとみな

す。 

６ 信頼性特約第６条の規定は、専用

性保全検査に準用する。この場合に

おいて、同条中「制度調査」、「定

期調査及び臨時調査」又は「臨時調

査」とあるのは「専用性保全検査」

と、「調査」とあるのは「検査」と

読み替えるものとする。 

 

（違約金） 

第７条 乙は、甲が、乙の第３条第４

項への違反（不可抗力によるもの及

び正当防衛又は緊急避難に伴うもの

を除く。）を確認した場合には、同

項ただし書きの規定による「相応の

対価」に加え、これと同等の金額

を、違約金として甲に支払うものと

する。 

２ 前項の場合において、乙が専用防

衛生産用資産を他の目的のために転

用し、流用し、若しくは一時使用

し、又は乙以外の者に転用され、流

用され、若しくは一時使用された日

数、時間数等を客観的に証明する証

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

憑その他の根拠を示すことができな

いときにおける違約金の額は、前項

の規定にかかわらず、当該専用防衛

生産用資産の取得金額にこれに係る

第２条第５項の各項目に相当する金

額を加えた金額とする。 

３ 前２項の規定は、乙が、乙の第３

条第４項への違反について、甲が疑

義を指摘する前に自発的に申告した

場合には、適用しない。 

４ 第１項及び第２項の規定による違

約金の支払いは、損害賠償義務又は

不当利得返還義務の存否及び範囲に

影響を及ぼさない。 

 

（下請負者との取り決め） 

第８条 乙は、この契約において委託

先専用防衛生産用資産がある場合に

は、当該委託先専用防衛生産用資産

に係る下請負者との間において、書

面により、甲が定める「発注付帯条

件として、委託先専用防衛生産用資

産の取得及び管理に関し、合意を要

する事項」に掲げる事項を主要素と

し、かつ、これを阻害しない発注付

帯条件を取り決め、当該下請負者を

して、当該委託先専用防衛生産用資

産について、乙がこの特約条項に基

づき行うものと同等の管理を行わせ

るものとする。 

 

２ 乙は、下請負者と前項の取り決め

を合意したときは、その写しを添え

て、その旨を甲に通知するものと

し、甲及び乙は、当該通知をもっ

て、乙が甲に対し、この特約条項の

有効期間中における当該下請負者に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

対する専用性保全検査の実施に関す

る事務を包括的に委託したものとみ

なす。 

３ 第１項の場合において、下請負者

は甲らが経費率を算定する事業者で

あるときは、乙は、当該下請負者と

の間において、甲が定める「発注付

帯条件として、委託先専用防衛生産

用資産に係る資料の信頼性確保及び

制度調査の実施に関し、合意を要す

る事項」に掲げる事項を主要素と

し、かつ、これを阻害しない発注付

帯条件を取り決め、当該下請負者を

して、当該委託先専用防衛生産用資

産に係る資料の信頼性を確保する義

務及び制度調査を受け入れる義務を

負わせるものとする。 

４ 乙は、下請負者と前項の取り決め

を合意したときは、その写しを添え

て、その旨を甲に通知するものと

し、甲及び乙は、当該通知をもっ

て、乙が甲に対し、この特約条項の

有効期間中における当該下請負者に

対する制度調査の実施に関する事務

を包括的に委託したものとみなす。 

５ 信頼性特約第２条第６項の規定

は、同条第１項各号に掲げる場合に

おいて、乙又は下請負者が、委託先

専用防衛生産用資産に関して不真正

な資料を提出し、若しくは提示し、

又は不実の説明を行ったときは、当

該行為に関して当該下請負者に故意

又は重大な過失がなかった場合を除

き、適用しない。 

６ 第３項から前項までの規定は、そ

の取得又は管理に係る委託先専用防

衛生産用資産に建屋等（附属設備又

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

は甲が示す額以下の関連構築物等の

みであるものを除く。）を含まず、

かつ、その取得金額の合計額が１億

円以下である下請負者には、適用し

ない。 

７ 第１項の場合において、次の各号

のいずれかに該当するときは、乙

は、甲と、甲が定める委託先専用防

衛生産用資産に係る原価監査に関す

る特約条項を締結するものとする。

この場合において、甲及び乙の間に

おいて、原価監査を行うための特約

条項が締結されていないときは、こ

れを加える変更契約を行うものとす

る。 

⑴ 当該下請負者の取得又は管理に

係る委託先専用防衛生産用資産に

建屋等が含まれるとき（附属設備

又は甲が示す額以下の関連構築物

等のみを取得させる場合を除

く。） 

⑵ 前号に掲げる場合のほか、当該

下請負者の取得又は管理に係る委

託先専用防衛生産用資産の取得金

額の合計額が１０億円を超えると

き 

８ 乙は、甲に対し、専ら前項第１号

に掲げる場合にのみ該当する下請負

者に対する原価監査について、該当

する建屋等に係る原価監査のみとす

ることを求めることができる。 

９ 第７項の規定は、これを適用する

ことが適切ではない者として甲及び

乙が個別に合意した下請負者には、

適用しない。 

 

（特約条項の有効期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第９条 この特約条項は、主たる契約

条項の規定にかかわらず、甲及び乙

が、この特約条項の対象となる専用

防衛生産用資産について、次に掲げ

る事項の全てを確認する書面を取り

交わす日までの間、効力を有する。 

 ⑴ 当該専用防衛生産用資産に係る

全ての対象物の運用が終了したこ

と 

⑵ 当該専用防衛生産用資産のうち

経済的価値がなお残存しているも

のの取扱い 

 

 

別紙様式第４９ 

生産性向上推進制度に関する特約条項 

 

（生産性向上推進制度の目的） 

第１条 生産性向上推進制度は、装備

品等及び役務の調達価格の一層の低

減を図ることを目的とした契約に基

づく奨励制度であって、防衛省の契

約担当官等が、契約の相手方又は競

争参加を予定する相手方（以下「契

約の相手方等」という。）からの原

価改善申請（原価改善取組によるコ

スト削減を原因としてこの制度の適

用を申請することをいう。以下同

じ。）に基づきその適用を決定した

場合に、事後の契約について、コス

ト削減額を考慮した価格にコスト削

減額の一部（インセンティブ）を加

算して計算価格を計算することによ

り、調達価格の低減に関する契約の

相手方等の意欲の向上を図ることを

目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第４９ 

［インセンティブ契約制度に関する特

約条項は削除し、生産性向上推進

制度に関する特約条項を加え

る。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（用語の定義） 

第２条 この特約条項において、次の

各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 装備品等 防衛省設置法（昭和

２９年法律第１６４号）第４条第

１項第１３号に規定する装備品等

をいう。 

 ⑵ 生産管理 製品及び部品の生産

を合理的かつ効率的に行うため、

生産計画（製品及び部品の生産量

及び生産期限を計画することをい

う。）、生産組織（生産計画に基

づき経営資源を最大限に活用する

体制を整えることをいう。）及び

生産統制（生産計画を確認し、生

産の改善を図ることをいう。）に

より行う生産の管理をいう。 

 ⑶ 歩留率 特定の製品又は部品の

生産において、その元となる素材

又は部品の投入量から期待される

生産量に対して、実際に得られた

生産量の比率をいう。 

⑷ 原価改善取組 計算価格の計算

時に提出された見積資料に反映さ

れていなかった技術、アイデア又

は製造ノウハウに基づく生産の工

程、生産管理その他の契約履行方

法の変更又は習熟度、歩留率その

他の指標に示される生産効率の向

上により、製品又は部品の製造原

価を目標となる水準まで引き下げ

るために乙（乙の下請負企業を含

む。）が行う取組をいう。 

 ⑸ コスト削減 原価改善取組によ

り製造原価の一部が削減されること

をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

⑹ コスト削減額 原価改善取組に

より削減される製造原価の削減額

（初度費その他国若しくは地方公

共団体の予算に基づく補助金、助

成金等の支弁を受けた治工具、機

械、設備等（消耗品を含む。）又

は防衛省が調達する装備品等の開

発及び生産のための基盤の強化に

関する法律（令和５年法律第５４

号）第７条の規定による財政上の

措置を受けた設備（同法第４条第

１項に規定する特定取組の実施が

完了したものを除く）を導入して

効率化された部分を除く。）をい

う。 

 ⑺ 仕様書等 仕様書及び仕様書を

補足する細部資料をいう。 

 ⑻ 申請契約 乙が、この特約条項

に基づき原価改善申請を行い、原

価改善取組によるコスト削減額を

確定する契約をいう。 

 ⑼ 対象契約 申請契約において算

定されたコスト削減額に基づくイ

ンセンティブ料が適用される契約

をいう。 

 ⑽ 基準契約 申請契約又は対象契

約における前例となる同一の工程

等を含む装備品等又は役務に係る

契約（契約の履行条件が異なり、

比較の基準とすることが不適当で

あるものを除く。）をいう。 

 ⑾ 対象工程等原価 製造原価のう

ち、原価改善取組の対象としてコ

スト削減が行われた工程等に係る

部分のコスト削減後の原価をい

う。 

 ⑿ 原価監査付契約 甲が行う原価

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

監査によって、契約金額の代金又

は超過利益を契約の締結の事後に

確定することとしている契約をい

う。 

 ⒀ 一般確定契約 原価監査付契約

を除く、契約金額（契約金額が変

更された場合には、当該変更金額

をいう。）をもって契約相手方に

支払われる代金の金額を確定する

こととしている契約をいう。 

 ⒁ 補填インセンティブ料 原価改

善取組によりコスト削減が実現し

たことに伴い減少する利益を補填

するために付与されるインセンテ

ィブ料をいう。 

 ⒂ 報奨インセンティブ料 原価改

善取組によりコスト削減が実現し

たことに伴い報奨として付与され

るインセンティブ料をいう。 

 

（制度適用の申請） 

第３条 乙は、次の各号に掲げる契約

について、甲に生産性向上推進制度

の適用申請を行うときは、甲が定め

る手続きに従い、原価改善申請書

（以下「申請書」という。）を甲に

提出するものとする。 

 ⑴ 現にこの特約条項が付されてい

る契約（納期（納期が猶予された

場合は猶予期限）到来の３０日前

以前であるものに限る。） 

 ⑵ この特約条項を付す条件で現に

公募又は公示中である契約 

 ⑶ 過去にこの特約条項が付された

契約と同一の工程等を含む装備品

等又は役務に係る契約その他のこ

の特約条項を付すことが想定され



 

る契約 

２ 原価改善申請に係る原価改善取組

は、次の各号のいずれにも該当する

ものでなければならない。 

 ⑴ 次のいずれかに該当すること。 

ア 契約履行方法の変更による原価

改善の場合にあっては、契約履行

方法に変更がある 

 イ 生産効率の向上による原価改善

の場合にあっては、原始伝票、原

価元帳等の帳票類により、特定の

工程又は製品若しくは部品に係る

計数の改善が客観的に確認できる

こと。 

 ⑵ 原価改善取組に起因して納期に

変更が生じていないこと。ただ

し、原価改善取組に起因する納期

が、事後の部隊運用又は整備若し

くは補給に係る業務に著しい支障

を生じさせるものではないものと

して、調達要求元が納期の変更を

認めた場合は、この限りではな

い。 

 ⑶ 前号のほか、原価改善取組に起

因して仕様に変更が生じていない

こと。ただし、原価改善取組に起

因する仕様の変更が、装備品等の

機能若しくは性能又は役務の効果

を低下させるものではない場合で

あって、事後の部隊運用又は整備

若しくは補給に係る業務に著しい

支障を生じさせるものではないも

のとして、調達要求元がこれを認

めた場合は、この限りでない。 

３ 乙は、第１項第１号の期間を除く

任意のときに、原価改善申請に合わ

せて、又はこれとは別個に、甲に対



 

し、乙の原価改善取組における工程

改善等について、甲が調達する部外

力による助言を要望することができ

る。 

 

（制度適用の決定） 

第４条 甲は、乙から申請書が提出さ

れた場合は、当該申請書の内容を審

査し、当該申請書に係る原価改善取

組について生産性向上推進制度を適

用するか否かを決定し、その結果を

乙に通知するものとする。この場合

において、生産性向上推進制度を適

用しないとき、又は生産性向上推進

制度の適用に条件を付すときは、そ

の理由を示した上で乙に通知するも

のとする。 

２ 甲は、原価改善申請に係る装備品

等の製造又は整備、修理、改造等の

役務を行った後に、当該装備品等の

機能又は性能が低下していないこと

を確認する試験（以下「確認試験」

という。）を行う必要があると判断

した場合には、前項の条件として、

乙に対し、確認試験の実施を求める

ことができる。 

３ 甲は、原価改善申請に係る原価改

善取組が第３条第２項第３号ただし

書きに該当する場合には、申請契約

に係る仕様書等の変更が正式に合意

されることを第１項の条件とするも

のとする。 

４ 甲は、第１項の通知を、原則とし

て、申請書の提出日から２０日以内

に行うものとする。ただし、甲が、

原価改善申請について調達要求元に

照会する場合にあっては、３０日以



 

内に行うものとする。 

５ 前項の規定にかかわらず、契約担

当官等は、原価改善申請が第３条第

１項第２号又は第３号に掲げる契約

について行われた場合であって、前

項の期限が当該契約の締結の日から

７営業日を経過する前に到来すると

きは、第１項の通知を契約締結の日

から７営業日以内に行うことができ

る。 

６ 前２項の日数には、甲が乙に対

し、申請書について、補正若しくは

差替え又は不足する資料若しくは情

報の提出若しくは提供を求めた日か

ら、当該補正若しくは差替え又は追

加の提出若しくは提供があった日ま

での日数を含まない。 

７ 前各項の規定にかかわらず、甲

は、当該規定による期限までに第１

項の通知を行うことが相当困難であ

る正当な理由があるときは、延長後

の期限と延長の理由を文書によって

乙に通知することによって、当該期

限を延長することができる。 

 

（確認書の交換） 

第５条 甲及び乙は、甲が前条第１項

の通知を行った場合には、遅滞な

く、契約の相手方等との間で、当該

原価改善申請に基づき、生産性向上

推進制度を適用する条件を確認する

ために甲が定める書面（以下「確認

書」という。）を相互に取り交わ

し、次の各号の事項を確認するもの

とする。 

⑴ 対象契約の範囲  

⑵ 生産性向上推進制度の適用期間



 

（確認書の交換日をもって始期と

する。） 

 ⑶ 原価改善の方法 

⑷ 原価改善取組に係る調達数量 

⑸ 原価改善取組によるコスト削減  

額 

⑹ コスト削減後の対象工程等原価 

 ⑺  前号のうち直接材料費及び直

接経費の額 

 ⑻ 第６号のうち加工費の額及び該

当工数 

⑼ 適用期間中の各年度におけるイ

ンセンティブ料（インセンティブ

料の算出の方法は、第７条の規定

による。） 

 ⑽ 対象契約の取扱いに関する事項

（第１０条第２項又は第３項に関

する事項を明らかにする。） 

 ⑾ その他の必要な事項 

２ 甲及び乙は、確認書を取り交わし

た場合には、甲が定める基準に基づ

き、申請契約に、当該契約における

生産性向上推進制度の実施について

約定する特約条項（以下「実施特

約」という。）を付すものとする。 

３ 確認書を取り交わし、又は実施特

約を付す時点において第１項第４号

から第８号までの数値の確認又は算

定を終えていない場合には、確認書

又は実施特約における当該数値及び

第１項第９号のインセンティブ料

は、当該確認又は算定の後に定める

ものとする。 

４ 乙は、第４条第１項の通知を受領

した場合であっても、第１項各号に

掲げる確認事項に合意できないとき

は、書面により、確認書の交換を拒



 

否することができる。 

５ 甲及び乙は、第４条第３項の場合

において、確認書を取り交わしたと

きは、申請契約その他現に履行中の

対象契約に係る仕様書等の変更に必

要な事項を別に協議して定め、所要

の契約変更の措置を執るものとす

る。 

６ 乙は、申請契約以降の他の契約に

おいて申請契約と同一の原価改善取

組を深掘りすること等により、前各

項の規定により確認し、合意してい

たコスト削減額を増加させた場合に

は、甲に対し、コスト削減額の増額

変更を申し込むことができる。この

場合において、甲は、当該追加的な

コスト削減の状況を改めて調査し、

その事実を確認したときは、第３項

に規定する各数値を再算定し、確認

書及び実施特約を変更するものとす

る。 

 

（確認書の取消し） 

第６条 甲は、確認書において確認し

た原価改善取組の実施によってコス

ト削減が実現しない、仕様書等に定

める機能及び性能を満たすことがで

きない等の正当な理由により、乙が

確認書の取消し及び実施特約の解除

を求めた場合には、これに応ずるも

のとする。 

２ 前項に規定する場合のほか、甲

は、確認試験の実施により、原価改

善申請の実施が仕様書等に定める装

備品等の機能又は性能を低下させる

ことが明らかになった場合には、確

認書を取り消し、実施特約を解除す



 

ることができる。 

３ 前２項の規定により確認書等が取

り消し等された場合における生産性

向上推進制度の適用期間は、当該取

消し等の日をもって終了するものと

する。 

４ 第１項又は第２項の規定により確

認書等の取消し等を行う時点におい

て、仕様書等の変更による契約変更

を既に行っている場合又は原価改善

申請に係る原価改善取組の実施を前

提とした仕様書等により契約を締結

している場合には、甲及び乙は、速

やかに、当該原価改善取組を実施し

ない場合の仕様書等に戻し、所要の

契約変更の措置を執るものとする。 

５ 甲及び乙は、前各項の規定により

確認書を取り消し、又は実施特約を

解除した場合においても、原価改善

申請に係る原価改善取組を実施しな

い場合の契約金額に戻し、その他増

額するための契約変更を行わないも

のとする。 

 

（インセンティブ料） 

第７条 甲は、乙と対象契約を行うと

きは、当該契約におけるコスト削減

額の範囲内において、次の計算式に

より計算する補填インセンティブ料

に次項の規定による報奨インセンテ

ィブ料を加えて得た調達数量当たり

の総インセンティブ料を、対象契約

における調達数量に応じて調整し、

これを対象契約に係る計算価格（調

達物品等の予定価格の算定基準に関

する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第

３５号）第２条第４号に規定する計



 

算価格をいう。）における利益の一

部として認めるものとする。 

 補填インセンティブ料＝申請契約に

おける調達数量当たりのコスト削減

額×対象契約の利益率 

２ 報奨インセンティブ料は、第４条

第１項の通知を行った日（以下「通

知日」という。）の属する年度を通

知年度とし、当該通知日の属する年

度の翌年度を経過年数１年度目とし

て、原価改善申請ごとに５年度目ま

での間について、申請契約における

調達数量当たりのコスト削減額に次

の表の率を乗じた額とする。ただ

し、申請契約の製造原価相当額に対

するコスト削減額の割合（以下「削

減割合」という。）が２パーセント

を超える場合には、報奨インセンテ

ィブ料の付与期間を１年延長し、以

降追加して２パーセント超えるごと

にさらに１年延長するものとする。 

 

３ 申請契約が複数の契約から成る場

合における前号の削減割合は、当該

複数の契約の契約金額の総額に対す

るコスト削減額の割合とする。 

４ 前２項の規定にかかわらず、第３

条第３項の規定により乙が甲に要望

した部外力を甲が調達した場合にお

ける報奨インセンティブ料は、その

付与期間を通して５０パーセントと

する。 

 

（確認試験） 

第８条 乙は、第４条第２項の規定に



 

より確認試験を実施する場合には、

確認試験の実施要領を甲に提出する

とともに、甲の求めに応じ、甲の職

員を当該確認試験に立ち会わせなけ

ればならない。 

 

２ 乙は、前項の確認試験の終了後、

速やかに、乙が原価改善申請を行っ

た原価改善取組を適用して装備品等

の製造又はその整備、修理、改造等

の役務を実施することが、当該装備

品等の機能又は性能を低下させる影

響を生じさせるものでないか否かを

明らかにした確認試験結果報告書を

甲に提出しなければならない。 

３ 甲は、前項の確認試験結果報告書

において、当該装備品等の機能又は

性能を低下させる影響が確認された

場合には、確認書を取り消し、生産

性向上推進制度の適用を中止するこ

とができる。この場合において、契

約金額は、これが原価改善取組によ

るコスト削減額を反映した金額であ

るときにおいても、これを当該コス

ト削減額を反映しない金額に増額す

る契約変更を行うことはできないも

のとする。 

４ 確認試験に係る費用は、乙の負担

とする。ただし、甲は、確認試験の

実施後の各対象契約において、当該

契約に係るコスト削減額とインセン

ティブ料の差額の範囲において、当

該費用を「原価改善確認試験料」と

して償却させ、計算価格の算定にお

ける販売直接費の一部として認める

ものとする。 

 



 

（申請契約の取扱い） 

第９条 甲及び乙は、申請契約が原価

監査付契約である場合には、確認書

において確認するコスト削減額及び

インセンティブ料を反映した額をも

って支払代金を確定するものとす

る。ただし、当該申請契約が極度額

を設定した原価監査付契約であると

きのインセンティブ料の加算は、原

契約による上限の範囲内で行わなけ

ればならない。 

２ 甲及び乙は、申請契約が一般確定

契約である場合には、確認書におい

て確認するコスト削減額又はインセ

ンティブ料の多寡にかかわらず、生

産性向上推進制度の適用を原因とし

て契約金額を変更する契約変更は行

わないものとする。 

 

（対象契約の取扱い） 

第１０条 生産性向上推進制度の適用

は、乙に対して事後の契約の締結を

保証するものではない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は、

対象契約が次の各号のいずれかに該

当することを甲が確認した場合であ

って、甲が新規参入を募る公示を行

ったにもかかわらず新規参入者が確

認されなかったときは、当該契約を

随意契約により行うことができる。 

 ⑴ 対象となる契約の履行に特殊な

技術又は設備等が不可欠であるた

め、甲が過去２年間において実施

した当該契約と同一の装備品等又

は役務の契約に係る入札、企画競

争又は公募において、乙以外の者

による応札又は応募がなく、か



 

つ、甲による業態調査によって

も、引き続き乙以外の応札又は応

募の見込みがないと認められる場

合 

⑵ 申請契約における削減割合が２

パーセントを超える場合であっ

て、確認書等に基づき、事後の契

約についても同等以上のコスト削

減が期待されるとき 

３ 乙は、前項の適用について、甲に

対し、申請契約の契約方式（一般競

争契約、指名競争契約又は随意契約

の別をいう。）に応じ、確認書にお

いて、次の各号に掲げる事項を確認

することを求めることができる。 

 ⑴ 申請契約が随意契約である場合 

申請契約について甲が随意契約の

方式を採ることとなった前提条件

に変更のない限り、対象契約は、

乙との随意契約により行うことを

基本とすること 

 ⑵ 前号以外の場合 甲が行う公示

により新規参入者が確認されない

限り、対象契約は、乙との随意契

約により行うことを基本とするこ

と 

４ 甲及び乙は、確認書の交換日以降

に対象契約を締結する場合には、当

該契約に、この特約条項のほか、実

施特約を付すものとする。 

 

（原価改善取組に係る知見の保護及び

使用） 

第１１条 甲は、確認書において確認

した原価改善取組に係るコスト削減

に資する知見について、乙の同意な

く、第三者にその内容を開示し、又



 

は使用させてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、原価改

善申請書又は確認書に記載された情

報（当該文書の別添資料に記載され

た情報であって、第三者への開示を

不可とする旨が表示されている部分

（当該別添資料の全体である場合を

含む。）に記載されているものを除

く。）については、前項の同意が得

られているものとみなす。 

３ 前２項の規定にかかわらず、甲

は、生産性向上推進制度の適用期間

を終了した原価改善取組に係るコス

ト削減に資する知見を、甲が行う他

の調達におけるコスト削減のために

無償で使用することができる。ただ

し、当該知見のうち乙の知的財産

権、著作権その他の排他的権利によ

り保護される部分については、この

限りでない。 

４ 前各項の規定にかかわらず、第３

条第３項の規定により乙が甲に要望

した部外力を甲が調達した場合にお

ける原価改善取組に係るコスト削減

に資する知見の取扱いは、甲が定め

る工程改善等の支援に関する特殊条

項に定めるところによる。 

 

（虚偽の資料の提出等に対する違約

金） 

第１２条 乙は、甲が生産性向上推進

制度の適用を決定するに際して、乙

が真正な資料を提出若しくは提示せ

ず、又は真実を説明していなかった

ことを甲が確認した場合には当該決

定に係る申請契約及び対象契約に計

上された全てのインセンティブ料の



 

２倍の金額を、違約金として甲に支

払わなければならない。ただし、乙

が過失（重過失を除く。）により不

真正な資料を提出し、若しくは提示

し、又は不実の説明を行ったとき

は、この限りでない。 

２ 前項の違約金の支払いは、甲の損

害賠償請求権及び不当利得返還請求

権の存否及び範囲に影響を及ぼさな

い。 

 

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 

 


